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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第75期

第１四半期連結
累計期間

第76期
第１四半期連結

累計期間
第75期

会計期間

自平成26年
　４月１日
至平成26年
　６月30日

自平成27年
　４月１日
至平成27年
　６月30日

自平成26年
　４月１日
至平成27年
　３月31日

売上高 (千円) 3,851,660 4,310,121 16,545,101

経常利益又は経常損失（△） (千円) △44,056 129,554 95,869

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益又は親会社株

主に帰属する四半期純損失

（△）

(千円) △41,624 71,131 163,378

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △27,633 76,652 301,935

純資産額 (千円) 3,591,407 3,948,387 3,925,915

総資産額 (千円) 13,096,129 13,811,472 13,673,990

１株当たり四半期（当期）

純利益金額又は１株当たり四

半期純損失金額（△）

(円) △2.36 4.03 9.27

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額
(円) － － －

自己資本比率 (％) 26.62 27.84 27.94

　（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２　売上高には、消費税等を含んでおりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

４　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、当第１四半期連結

累計期間より、「四半期（当期）純利益又は四半期純損失」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利

益又は親会社株主に帰属する四半期純損失」としております。

 

２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社及び連結子会社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社における異動もありません。

なお、当第１四半期連結会計期間より経営管理区分を見直し、包装資材及び紙器、紙工品部門とその他の部門にお

いて、事業部門の区分を変更しております。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社及び連結子会社が判断したものであり

ます。

なお、当第１四半期連結累計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13

日）等を適用し、「四半期純利益」を「親会社株主に帰属する四半期純利益」、「四半期純損失」を「親会社株主に

帰属する四半期純損失」としております。

（１）業績の状況

　当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府の経済政策や日本銀行の金融政策などを背景に、企業収

益や雇用環境に改善が見られるなど、緩やかな景気回復基調で推移いたしました。しかしながら、円安進行に伴う

輸入価格の高騰や、消費税率引き上げによる影響など、依然として先行き不透明な状況が続いております。

　このような経営環境の中、当社及び連結子会社は品質安定のため、生産工程の継続的な改善に取り組み、お客様

の要望にお応えする製品を提供することで他社との差別化を図り、積極的な受注活動に努めてまいりました。

　これらの結果、当第１四半期連結累計期間の業績は、売上高は43億10百万円（前年同期比11.9％増）となり、営

業利益は１億30百万円（前年同期は42百万円の営業損失）、経常利益は１億29百万円（前年同期は44百万円の経常

損失）、親会社株主に帰属する四半期純利益は71百万円（前年同期は41百万円の親会社株主に帰属する四半期純損

失）となりました。

　なお、当社及び連結子会社は印刷事業セグメントのみであるため、事業部門別の売上概況を示せば、次のとおり

であります。利益については管理上、部門別には把握しておりません。また、当第１四半期連結累計期間より、包

装資材及び紙器、紙工品部門とその他の部門において、事業部門の区分を変更しており、以下の前年同四半期比較

については、前年同四半期の数値を変更後の事業部門の区分に組み替えた数値で比較しております。

①商業印刷部門

　当部門の美術印刷は、当社の技術を生かした高精細印刷物を受注し、堅調に推移致しました。カタログ・パンフ

レット類の商業印刷は、製造業の受注が販売時期のずれから回復し増加したことなどにより、この部門全体の売上

高は５億３百万円（前年同期比24.5％増）となりました。

②包装資材及び紙器、紙工品部門

　生産能力を増強し、大口のお客様向けの受注及び生産体制も整備してまいりました。

　当部門の包装紙、紙袋類は、小売業界の停滞の影響を受け低調に推移しましたが、紙器・水性フレキソ包材は新

商品の獲得により増加となり、この部門全体の売上高は25億14百万円（前年同期比12.8％増）となりました。

③情報機器及びサプライ品部門

　当部門のシール貼札は、物流や食品関連の受注が堅調に推移し、情報機器類も提案営業が奏功し増加したことな

どにより、この部門全体の売上高は11億２百万円（前年同期比3.5％増）となりました。

④その他の部門

　円安による原材料やエネルギーコストの上昇もあり、価格修正を推進してまいりました。

　当部門の取次品の受注が増加したことと、販売価格の修正が奏功し、この部門全体の売上高は１億89百万円（前

年同期比22.8％増）となりました。

（２）財政状態の状況

　当第１四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ１億37百万円増加の138億11百万円となりまし

た。

　流動資産は、前連結会計年度末に比べ１億94百万円増加の66億12百万円となりました。これは現金及び預金が２

億11百万円増加したことなどによるものであります。固定資産は、前連結会計年度末に比べ56百万円減少の71億99

百万円となりました。

　負債合計は、前連結会計年度末に比べ１億15百万円増加の98億63百万円となりました。これは支払手形及び買掛

金が１億23百万円減少したものの、長期借入金が２億36百万円増加したことなどによるものであります。

　純資産合計は、前連結会計年度末に比べ22百万円増加の39億48百万円となりました。

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社及び連結子会社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

（４）研究開発活動

　特記事項はありません。

EDINET提出書類

野崎印刷紙業株式会社(E00652)

四半期報告書

 3/14



第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 49,624,000

計 49,624,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数（株）
（平成27年６月30日）

提出日現在発行数
（株）

（平成27年８月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 21,460,000 21,460,000
東京証券取引所

（市場第二部）

単元株式数

1,000株

計 21,460,000 21,460,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数(株)

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成27年４月１日～

平成27年６月30日
－ 21,460,000 － 1,570,846 － 835,777

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成27年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

平成27年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式  4,074,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 17,265,000 17,265 －

単元未満株式 普通株式    121,000 － －

発行済株式総数 21,460,000 － －

総株主の議決権 － 17,265 －

 

②【自己株式等】

平成27年６月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所
有株式数
（株）

他人名義所
有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

野崎印刷紙業(株)
京都市北区小山下総町

54番地の５
2,789,000 － 2,789,000 12.99

旭ラベル(株)
京都市北区小山下総町

54番地の５
408,000 － 408,000 1.90

フェニックス電子(株)
京都市北区小山下総町

54番地の５
776,000 － 776,000 3.61

早和製本(株)
京都市南区吉祥院池田町

21番地
63,000 － 63,000 0.29

(株)ツバサ製作所
京都府京丹後市峰山町杉谷

1092番地
38,000 － 38,000 0.17

計 － 4,074,000 － 4,074,000 18.98

（注）　上記所有株式数には、単元未満株式数は含まれておりません。

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成27年４月１日から平

成27年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、恒栄監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成27年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,698,965 1,910,719

受取手形及び売掛金 3,177,248 3,018,851

商品及び製品 877,760 936,231

仕掛品 352,732 411,189

原材料 139,488 152,528

その他 191,557 194,974

貸倒引当金 △19,646 △12,187

流動資産合計 6,418,105 6,612,307

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 1,605,038 1,576,435

機械装置及び運搬具（純額） 2,556,746 2,522,925

土地 2,284,319 2,284,319

建設仮勘定 60,816 82,466

その他（純額） 119,252 114,836

有形固定資産合計 6,626,172 6,580,983

無形固定資産 30,903 33,200

投資その他の資産   

投資有価証券 299,954 306,136

繰延税金資産 195,617 172,121

その他 114,966 118,379

貸倒引当金 △11,728 △11,656

投資その他の資産合計 598,809 584,981

固定資産合計 7,255,885 7,199,165

資産合計 13,673,990 13,811,472

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 4,955,175 4,831,644

短期借入金 1,286,360 1,519,120

未払法人税等 7,832 12,618

賞与引当金 102,484 42,297

その他 879,379 763,758

流動負債合計 7,231,232 7,169,437

固定負債   

長期借入金 1,723,840 1,959,900

役員退職慰労引当金 106,832 64,102

退職給付に係る負債 11,198 11,711

長期未払金 554,594 537,404

その他 120,378 120,528

固定負債合計 2,516,843 2,693,647

負債合計 9,748,075 9,863,084
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成27年６月30日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,570,846 1,570,846

資本剰余金 852,953 852,953

利益剰余金 2,378,308 2,397,287

自己株式 △1,055,598 △1,057,141

株主資本合計 3,746,510 3,763,946

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 74,542 81,183

その他の包括利益累計額合計 74,542 81,183

非支配株主持分 104,862 103,257

純資産合計 3,925,915 3,948,387

負債純資産合計 13,673,990 13,811,472
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

売上高 3,851,660 4,310,121

売上原価 3,265,448 3,558,903

売上総利益 586,211 751,217

販売費及び一般管理費 628,268 621,142

営業利益又は営業損失（△） △42,056 130,074

営業外収益   

受取利息及び配当金 2,326 2,806

不動産賃貸料 1,248 1,248

その他 2,630 2,235

営業外収益合計 6,206 6,290

営業外費用   

支払利息 6,180 5,526

手形売却損 849 908

その他 1,176 375

営業外費用合計 8,206 6,810

経常利益又は経常損失（△） △44,056 129,554

特別利益   

固定資産売却益 － 107

特別利益合計 － 107

特別損失   

固定資産処分損 3,541 8,520

投資有価証券評価損 133 43

特別損失合計 3,674 8,563

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△）
△47,731 121,098

法人税、住民税及び事業税 6,513 7,775

法人税等調整額 △14,651 43,312

法人税等合計 △8,137 51,087

四半期純利益又は四半期純損失（△） △39,593 70,010

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主

に帰属する四半期純損失（△）
2,030 △1,120

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△）
△41,624 71,131
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） △39,593 70,010

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 8,958 6,641

退職給付に係る調整額 3,001 －

その他の包括利益合計 11,959 6,641

四半期包括利益 △27,633 76,652

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △29,664 77,772

非支配株主に係る四半期包括利益 2,030 △1,120
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用）

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基準」とい

う。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離等会計基

準」という。）等を、当第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分

変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上する

方法に変更しております。また、当第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会

計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半期連結財務諸表に反

映させる方法に変更しております。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持分への

表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第１四半期連結累計期間及び前連結会計年度に

ついては、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（４）、連結会計基準第44－５項（４）及び

事業分離等会計基準第57－４項（４）に定める経過的な取扱いに従っており、当第１四半期連結会計期間の期首時点

から将来にわたって適用しております。

　なお、この変更に伴う損益に与える影響はありません。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

　受取手形割引高

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成27年６月30日）

受取手形割引高 4,589千円 －千円

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四

半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日）

減価償却費 152,805千円 159,234千円
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年６月30日）

配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月27日

定時株主総会
普通株式 56,022 3 平成26年３月31日 平成26年６月30日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日）

配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月26日

定時株主総会
普通株式 56,010 3 平成27年３月31日 平成27年６月29日 利益剰余金

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自平成26年４月１日　至平成26年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自

平成27年４月１日　至平成27年６月30日）

　当社及び連結子会社は、印刷事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期

純損失金額（△）
△2円36銭 4円3銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額又は親

会社株主に帰属する四半期純損失金額（△）

（千円）

△41,624 71,131

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益金額又は普通株式に係る親会社株主に帰属

する四半期純損失金額（△）（千円）

△41,624 71,131

普通株式の期中平均株式数（千株） 17,611 17,627

 （注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成27年８月10日

野崎印刷紙業株式会社

 取締役会　御中 

 

 恒 栄 監 査 法 人  

 

 
代表社員
業務執行社員

公認会計士 椿 本 雅 朗　　印

 

 

 業務執行社員 公認会計士 寺田 奈美子　　印
 

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている野崎印刷紙業株

式会社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成27年４月１日から

平成27年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年６月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半

期レビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、野崎印刷紙業株式会社及び連結子会社の平成27年６月30日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての

重要な点において認められなかった。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注）１　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２　ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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